
平成２３年４月２７日

原子力安全・保安院

東京電力株式会社福島第一原子力発電所の放射線業務従事者の

線量限度を超える被ばくに係る原因究明及び再発防止対策の策定等

について（指示）

標記事案に関し、別添のとおり公表いたします。
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福島第一原子力発電所の放射線業務従事者の線量限度を超える被ば

くに係る原因究明及び再発防止対策の策定等について（指示）

原子力安全・保安院（以下「当院」という。）は、平成２３年４月２７日、貴社

から、平成２３年東北地方太平洋沖地震発生後の作業に従事していた者（女子）

１名について、同年１月１日から３月３１日（第４四半期）までの実効線量が、

実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規制（昭和５３年通商産業省令第７７

号）第９条第１項第１号に基づく実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則

の規定に基づく線量限度等を定める告示（平成１３年経済産業省告示第１８７号）

第６条第１項第３号に定める線量限度（５ミリシーベルト／３か月）を超えてい

る旨の報告を受けました。

このため、当院は、貴社に対し、厳重に注意するとともに、原因の究明及び再

発防止策の策定並びに福島第一原子力発電所における放射線管理体制の検証及び

これを踏まえた対策の策定を行い、平成２３年５月２日までに、当院に報告する

ことを指示します。



東京電力株式会社福島第一原子力発電所の放射線業務従事者の線量限度を

超える被ばくに係る原因究明及び再発防止対策の策定等について（指示）

東京電力株式会社福島第一原子力発電所において、東北地方太平洋沖地震発

生後の作業に従事していた女性職員１名について、平成２３年１月から３月（第

４四半期）までの実効線量が約１８ｍＳｖとなり、原子炉等規制法に定める線

量限度（５ｍＳｖ／３ヶ月）を超えているとの報告がありました。

当該職員は屋外にて消防車への給油作業に同行するなどの業務に従事してい

ましたが、実効線量が高くなった原因については今後調査していく予定です。

福島第一原子力発電所では、３月１１日から２３日の間、１９人の女性職員

が業務に従事していましたが、当該１名が線量限度超え、１６名が線量限度内、

２名が評価中となっています。

当該事象は、原子炉等規制法に基づく実用炉規則第９条において、原子炉設

置者は、放射線業務従事者の被ばく線量が線量限度基準を超えないように措置

を講ずること等を定めており、これらの規定の要求に抵触するものと考えられ

ます。

当院は、東京電力に対し、院長名にて厳重注意を行うとともに、原因の究明

及び再発防止策の策定並びに同発電所における放射線管理体制の検証及びこれ

を踏まえた対策の策定を行い、平成２３年５月２日までに、当院に報告するこ

とを指示しました。


